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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第75期

第１四半期
連結累計期間

第76期
第１四半期
連結累計期間

第75期

会計期間
自 2021年４月１日
至 2021年６月30日

自 2022年４月１日
至 2022年６月30日

自 2021年４月１日
至 2022年３月31日

売上高 (千円) 2,459,702 2,520,625 11,061,965

経常利益 (千円) 49,422 57,980 447,583

親会社株主に帰属する
四半期（当期）純利益

(千円) 104,024 33,651 378,487

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 20,423 36,429 294,165

純資産額 (千円) 9,691,301 9,913,772 9,971,483

総資産額 (千円) 13,876,197 13,844,093 14,543,553

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 19.64 6.33 71.38

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) － － －

自己資本比率 (％) 69.8 71.6 68.6

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成していますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

いません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していま

せん。

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社、以下同じ）が営む事業の内容に

ついて重要な変更はありません。主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

経営者が連結会社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識し

ている主要なリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はあ

りません。

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものです。

(１) 財政状態及び経営成績の状況

当第１四半期連結会計期間におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症の影響が長期化しているものの、

感染対策や政策効果により持ち直しの動きが見られたにもかかわらず、原材料価格の高騰や世界的な部材不足等に

加え、急速な円安進行など依然として先行きは不透明な状況が続いています。

このように厳しい環境が続いているなか、当社グループは製品・サービスを通じて社会課題を解決し持続可能な

社会の実現に貢献できるよう、製品開発・営業活動を行うとともに、各原材料等の調達が厳しい中、原料等の代替

えや効率の良い生産活動を行い製品の安定供給に努めました。しかし、相次ぐ原材料価格の高騰に対して価格改定

が進まず利益確保が厳しい状況となりました。

この結果、当第１四半期連結累計期間の経営成績は、売上高25億20百万円（前年同期24億59百万円）、営業利益

51百万円（同 39百万円）、経常利益57百万円（同 49百万円）、親会社株主に帰属する四半期純利益33百万円

（同 １億４百万円）となりました。

セグメント別の経営成績は次のとおりです。

＜塗料販売事業＞

建築用・床用塗料は、環境対応型の水性塗料が順調に推移したこと、新規施工業者の開拓、主要な顧客である

製造業の工場改修の増加により前年を上回りました。

道路用塗料は、インフラ補修関連製品の出荷減少等、全体的に出荷量は減少しましたが、路面標示用塗料等一

部の製品の価格改定を行ったため売上高は前年並みとなりました。

家庭用塗料は、インターネット販売は順調に推移していますが、ホームセンター分野において新規ホームセン

ターへの企画提案活動を行い販路拡大に向けて取り組んでいるものの既存店での出荷が伸びず前年を下回りまし

た。

この結果、当第１四半期連結累計期間の塗料販売事業の売上高は、前年同期と比べて１億７百万円増加し、24

億40百万円（前年同期比4.6％増）となりました。

＜施工事業＞

当第１四半期会計期間での工事受注件数が減少したため前年を下回りました。

この結果、当第１四半期連結累計期間の施工事業の売上高は、前年同期と比べて46百万円減少し、80百万円

（前年同期比36.9％減）となりました。
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当第１四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べて６億99百万円減少し、138億44百万円とな

りました。これは主に、電子記録債権で１億38百万円増加したものの、現金及び預金で３億18百万円、受取手形、

売掛金及び契約資産で５億52百万円減少したためです。

当第１四半期連結会計期間末の負債は、前連結会計年度末に比べて６億41百万円減少し、39億30百万円となり

ました。これは主に、支払手形及び買掛金で３億85百万円、賞与引当金で１億46百万円減少したためです。

当第１四半期連結会計期間末の純資産は、前連結会計年度末に比べて57百万円減少し、99億13百万円となりま

した。これは主に、親会社株主に帰属する四半期純利益で33百万円増加したものの、配当金の支払で95百万円減

少したためです。

(２) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

(３) 研究開発活動

当第１四半期連結累計期間の研究開発費の総額は49百万円です。

なお、当第１四半期連結累計期間において当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 30,000,000

計 30,000,000

② 【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(2022年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2022年８月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 7,242,000 7,242,000 東京証券取引所
スタンダード市場

単元株式数 100株

計 7,242,000 7,242,000 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2022年４月１日
～2022年６月30日

― 7,242,000 ― 1,040,000 ― 680,400

(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(6) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（2022年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしています。

① 【発行済株式】

2022年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式 1,652,600 ― 単元株式数 100株

完全議決権株式(その他) 普通株式 5,588,400 55,884 同 上

単元未満株式 普通株式 1,000 ― ―

発行済株式総数 7,242,000 ― ―

総株主の議決権 ― 55,884 ―

(注)１．「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、日本マスタートラスト信託銀行株式会社（株式付与ESOP信

託口）が所有する当社株式281,500株（議決権2,815個）が含まれています。

２．「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式45株が含まれています。

② 【自己株式等】

2022年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

アトミクス株式会社
東京都板橋区舟渡三丁目９
番６号

1,652,600 ― 1,652,600 22.81

計 ― 1,652,600 ― 1,652,600 22.81

(注）上記のほか、「株式付与ESOP信託」の導入に伴い、自己株式処分による第三者割当を実施したことにより、当事

業年度末日現在、日本マスタートラスト信託銀行株式会社（株式付与ESOP信託口）が当社株式281,500株を所有

しています。

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」 (2007年内閣府令第

64号)に基づいて作成しています。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(2022年４月１日から2022年

６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(2022年４月１日から2022年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表につ

いて、保森監査法人による四半期レビューを受けています。

　なお、監査法人保森会計事務所は、2022年８月1日に名称を変更し、保森監査法人となりました。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2022年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,188,023 2,869,057

受取手形、売掛金及び契約資産 3,066,700 2,514,692

電子記録債権 722,837 861,214

商品及び製品 1,209,046 1,228,539

仕掛品 181,420 206,806

原材料及び貯蔵品 630,711 615,504

その他 25,925 44,777

貸倒引当金 △470 △9,012

流動資産合計 9,024,194 8,331,579

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 1,074,010 1,055,652

土地 2,895,299 2,895,299

その他（純額） 360,516 353,337

有形固定資産合計 4,329,827 4,304,289

無形固定資産 469,741 502,576

投資その他の資産

その他 791,406 730,975

貸倒引当金 △71,616 △25,328

投資その他の資産合計 719,790 705,647

固定資産合計 5,519,358 5,512,513

資産合計 14,543,553 13,844,093

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 1,330,752 945,171

電子記録債務 1,520,361 1,586,483

短期借入金 160,000 160,000

未払法人税等 108,469 20,070

賞与引当金 179,259 32,618

その他 650,958 578,252

流動負債合計 3,949,802 3,322,596

固定負債

長期借入金 75,000 60,000

役員退職慰労引当金 80,439 78,567

株式給付引当金 105,249 109,057

退職給付に係る負債 281,324 285,048

資産除去債務 43,560 43,676

その他 36,693 31,375

固定負債合計 622,267 607,724

負債合計 4,572,069 3,930,320
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(単位：千円)

前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2022年６月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 1,040,000 1,040,000

資本剰余金 740,308 740,308

利益剰余金 9,011,818 8,950,451

自己株式 △1,003,880 △1,003,002

株主資本合計 9,788,246 9,727,757

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 178,931 181,910

退職給付に係る調整累計額 4,305 4,104

その他の包括利益累計額合計 183,236 186,014

純資産合計 9,971,483 9,913,772

負債純資産合計 14,543,553 13,844,093
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(2) 【四半期連結損益及び包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

(単位：千円)
前第１四半期連結累計期間

(自 2021年４月１日
　至 2021年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
　至 2022年６月30日)

売上高

商品及び製品売上高 2,332,570 2,440,401

工事売上高 127,131 80,223

売上高合計 2,459,702 2,520,625

売上原価

商品及び製品売上原価 1,610,480 1,750,996

工事売上原価 109,951 45,533

売上原価合計 1,720,432 1,796,529

売上総利益 739,270 724,095

販売費及び一般管理費 699,539 672,289

営業利益 39,731 51,806

営業外収益

受取利息 2 2

受取配当金 6,311 5,044

為替差益 164 －

その他 3,906 2,487

営業外収益合計 10,384 7,534

営業外費用

支払利息 693 498

為替差損 － 862

営業外費用合計 693 1,360

経常利益 49,422 57,980

特別利益

固定資産売却益 － 99

投資有価証券売却益 112,714 －

特別利益合計 112,714 99

特別損失

固定資産除却損 58 0

特別損失合計 58 0

税金等調整前四半期純利益 162,077 58,080

法人税、住民税及び事業税 51,606 14,943

法人税等調整額 6,446 9,485

法人税等合計 58,052 24,428

四半期純利益 104,024 33,651

（内訳）

親会社株主に帰属する四半期純利益 104,024 33,651

非支配株主に帰属する四半期純利益 － －
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(単位：千円)
前第１四半期連結累計期間

(自 2021年４月１日
　至 2021年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
　至 2022年６月30日)

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △83,452 2,979

退職給付に係る調整額 △148 △201

その他の包括利益合計 △83,601 2,777

四半期包括利益 20,423 36,429

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 20,423 36,429

非支配株主に係る四半期包括利益 － －
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【注記事項】

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

当第１四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日　至 2022年６月30日)

(税金費用の計算）

連結子会社の税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純損益に対する

税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純損益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を

採用しています。

(追加情報）

当第１四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日 至 2022年６月30日)

（新型コロナウイルス感染症に伴う会計上の見積りについて）

当感染症の収束時期等を合理的に予測することは未だ困難な状況ですが、当社グループにおける会計上の見積り

の仮定は、前連結会計年度の有価証券報告書に記載した内容から大きな変更はありません。

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成していません。なお、第１四半期

連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む）は、次のとおりです。

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
至 2021年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
至 2022年６月30日)

減価償却費 80,574 78,220

(株主資本等関係)

前第１四半期連結累計期間(自 2021年４月１日 至 2021年６月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年６月29日
定時株主総会

普通株式 83,840 15 2021年３月31日 2021年６月30日 利益剰余金

（注）2021年６月29日定時株主総会による配当金の総額には、日本マスタートラスト信託銀行株式会社（株式付与ESOP

信託口）が保有する自社の株式に対する配当金4,420千円が含まれています。

当第１四半期連結累計期間(自 2022年４月１日 至 2022年６月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年６月29日
定時株主総会

普通株式 95,019 17 2022年３月31日 2022年６月30日 利益剰余金

（注）2022年６月29日定時株主総会による配当金の総額には、日本マスタートラスト信託銀行株式会社（株式付与ESOP

信託口）が保有する自社の株式に対する配当金4,785千円が含まれています。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間(自 2021年４月１日 至 2021年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：千円）

報告セグメント

合計

塗料販売事業 施工事業 計

売上高

外部顧客への売上高 2,332,570 127,131 2,459,702 2,459,702

セグメント間の内部売上高
又は振替高

160 － 160 160

計 2,332,730 127,131 2,459,862 2,459,862

セグメント利益 139,151 6,961 146,112 146,112

　

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益及び包括利益計算書計上額との差額及び当該差

額の主な内容(差異調整に関する事項)

(単位：千円)

利益 金額

報告セグメント計 146,112

全社費用(注) △106,381

四半期連結損益及び包括利益計算書の営業利益 39,731

(注) 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費です。

　

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間(自 2022年４月１日 至 2022年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：千円）

報告セグメント

合計

塗料販売事業 施工事業 計

売上高

外部顧客への売上高 2,440,401 80,223 2,520,625 2,520,625

セグメント間の内部売上高
又は振替高

5,198 － 5,198 5,198

計 2,445,599 80,223 2,525,823 2,525,823

セグメント利益 108,102 24,409 132,511 132,511
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２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益及び包括利益計算書計上額との差額及び当該差

額の主な内容(差異調整に関する事項)

(単位：千円)

利益 金額

報告セグメント計 132,511

全社費用(注) △80,705

四半期連結損益及び包括利益計算書の営業利益 51,806

(注) 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費です。

(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

前第１四半期連結累計期間（自 2021年４月１日 至 2021年６月30日）

(単位：千円)

報告セグメント

合計
塗料販売事業 施工事業 計

一時点で移転される財及びサービス 2,293,596 40,491 2,334,087 2,334,087

一定の期間にわたり移転される財及びサ
ービス

38,974 86,640 125,614 125,614

顧客との契約から生じる収益 2,332,570 127,131 2,459,702 2,459,702

外部顧客への売上高 2,332,570 127,131 2,459,702 2,459,702

当第１四半期連結累計期間（自 2022年４月１日 至 2022年６月30日）

(単位：千円)

報告セグメント

合計
塗料販売事業 施工事業 計

一時点で移転される財及びサービス 2,401,042 25,625 2,426,668 2,426,668

一定の期間にわたり移転される財及びサ
ービス

39,359 54,597 93,957 93,957

顧客との契約から生じる収益 2,440,401 80,223 2,520,625 2,520,625

外部顧客への売上高 2,440,401 80,223 2,520,625 2,520,625
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりです。
　

項目
前第１四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
至 2021年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
至 2022年６月30日)

１株当たり四半期純利益金額（円） 19.64 6.33

（算定上の基礎）

親会社株主に帰属する四半期純利益金額(千円) 104,024 33,651

普通株主に帰属しない金額(千円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純
利益金額(千円)

104,024 33,651

期中平均株式数(千株) 5,295 5,308

（注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していません。

２．株主資本において自己株式として計上されている日本マスタートラスト信託銀行株式会社（株式付与ESOP

信託口）に残存する自社の株式は、１株当たり四半期純利益金額の算定上、期中平均株式数の計算におい

て控除する自己株式に含めています。なお、１株当たり四半期純利益金額の算定上、控除した当該自己株

式の期中平均株式数は、前第１四半期連結累計期間が294,333株、当第１四半期連結累計期間が280,950株

です。

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

２ 【その他】

　該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。

　



監査人の四半期レビュー報告書

2022年８月９日

アトミクス株式会社

取締役会 御中

保森監査法人

東京都千代田区

代表社員
業務執行社員

公認会計士 山 﨑 貴 史 印

代表社員
業務執行社員

公認会計士 笹 部 秀 樹 印

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているアトミクス

株式会社の2022年４月１日から2023年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（2022年４月１日から

2022年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（2022年４月１日から2022年６月30日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益及び包括利益計算書及び注記について四半期レビューを

行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と

認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、アトミクス株式会社及び連結子会社の2022年６月30日現在の

財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が

全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行

った。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人

の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社か

ら独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎と

なる証拠を入手したと判断している。

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連

結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成すること

が適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づ

いて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

　



四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四

半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を

通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レ

ビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠し

て実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性

が認められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に

公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認

められないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビ

ュー報告書において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連

結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明するこ

とが求められている。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事

象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表

の作成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半

期連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示して

いないと信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・ 四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手す

る。監査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人

は、単独で監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の

重要な発見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこ

と、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセ

ーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は

ない。

以 上

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しています。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

　



【表紙】

【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 2022年８月10日

【会社名】 アトミクス株式会社

【英訳名】 ATOMIX CO.,LTD.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 神保 敏和

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。

【本店の所在の場所】 東京都板橋区舟渡三丁目９番６号

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

　



１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

当社代表取締役社長 神保敏和は、当社の第76期第１四半期（自 2022年４月１日 至 2022年６月30日）の四半期

報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認しました。

　

２ 【特記事項】

確認に当たり、特記すべき事項はありません。
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